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１．令和６年度介護報酬改定における改定事項について           ・・・2ページ  

 

２．指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示 
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３．指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防

サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について                                                
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４．介護報酬の算定構造（案）                      ・・・45 ページ 

 

 

 

 

  今回の資料に使用した「介護報酬の算定構造（案）」は、現段階で国が示

した改正（案）です。 

  今回の報酬改定等に関するご質問は、ホームページ掲載の質問票にて 

受付けます。(電子メール及び FAX でのみ受け付けます。) 

以上、ご理解・ご協力をよろしくお願いいたします。 
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○ 療養通所介護 基本報酬

① １ (３ )④療養通所介護における医療ニーズを有する中重度者の短期利用の推進

② １ (３ )⑤療養通所介護における重度者への安定的なサービス提供体制の評価

③ １ (５ )④業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入

④ １ (６ )①高齢者虐待防止の推進

⑤ １ (６ )②身体的拘束等の適正化の推進

⑥ ３ (１ )①介護職員処遇改善加算・ 介護職員等特定処遇改善加算・ 介護職員等ベースアッ

プ等支援加算の一本化

⑦ ３ (２ )①テレワークの取扱い

⑧ ３ (２ )⑧外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し

⑨ ５ ②特別地域加算、 中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する者への

サービス提供加算の対象地域の明確化

⑩ ５ ⑤通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化

２ ． (４ )療養通所介護

改定事項
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地域密着型通所介護 基本報酬

単位数

○地域密着型通所介護（ １ 回あたり ） ※７ 時間以上８ 時間未満の場合

＜現行＞ ＜改定後＞

要介護１ 750単位 753単位

要介護２ 887単位 890単位

要介護３ 1,028単位 1,032単位

要介護４ 1,168単位 1,172単位

要介護５ 1,308単位 1,312単位

○療養通所介護

＜現行＞ ＜改定後＞

療養通所介護 12,691単位 12,785単位 （ １ 月あたり ）

短期利用の場合 （ 新設） 1,335単位 （ １ 日あたり ）
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１ .（ ３ ） ④ 療養通所介護における医療ニーズを有する中重度者の短期利用の促進

概要

〇 療養通所介護の利用者は医療ニーズを有する中重度者であり 、 包括報酬において新たに利用する際の判断が難し
い場合があるこ と 、 登録者以外の者が緊急に利用する必要が生じる場合があるこ と から 、 中重度者が必要に応じて
利用しやすく なるよ う 、 療養通所介護の基本報酬に短期利用型の新たな区分を設ける。 【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 短期利用療養通所介護費（ １ 日につき ） 1,335単位（ 新設）

【 療養通所介護】

算定要件等

○ 短期利用療養通所介護費を算定すべき指定療養通所介護の基準 （ 新設）

次に掲げる基準のいずれにも適合するこ と 。
イ 利用者の状態や利用者の家族等の事情により 、 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、 緊急に利用する

こ と が必要と 認めた場合であるこ と 。
ロ 利用の開始に当たって、 あらかじめ７ 日以内（ 利用者の日常生活上の世話を行う 家族等の疾病等やむを得ない

事情がある場合は14日以内） の利用期間を定めるこ と 。
ハ 指定地域密着型サービス基準第40条に定める従業者の員数を置いているこ と 。
ニ 当該指定療養通所介護事業所が療養通所介護費の減算（ ※） を算定していないこ と 。

※入浴介助を行わない場合に所定単位数の95/100で算定、 過少サービスの場合に所定単位数の70/100で算定
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１ .（ ３ ） ⑤ 療養通所介護における重度者への安定的なサービス提供体制の評価

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 重度者ケア体制加算 150単位/月（ 新設）

概要

〇 主に中重度の利用者を対象と する療養通所介護について、 介護度に関わらず一律の包括報酬である一方、 重度の
利用者を受け入れるにあたっては特に手厚い人員体制、 管理体制等が必要と なるこ と から 、 安定的に重度の利用者
へのサービスを提供するための体制を評価する新たな加算を設ける。 【 告示改正】

【 療養通所介護】

算定要件等

○ 療養通所介護費における重度者ケア体制加算の基準 （ 新設）

次のいずれにも 適合するこ と 。
イ 指定地域密着型サービス基準第40条第２ 項に規定する看護師の員数に加え、 看護職員を常勤換算方法で３ 以上

確保しているこ と 。
ロ 指定療養通所介護従業者のう ち、 保健師助産師看護師法第37条の２ 第２ 項第５ 号に規定する指定研修機関にお

いて行われる研修等（ ※） を修了した看護師を１ 以上確保しているこ と 。
ハ 指定療養通所介護事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、 かつ、 一体的に事業を実施しているこ と 。

※ 認定看護師教育課程、 専門看護師教育課程、 特定行為に係る看護師の研修制度により 厚生労働大臣が指定する指定研修機関において行われる研修
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１ .（ ５ ） ④ 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入

概要

○ 感染症や災害が発生した場合であっても 、 必要な介護サービスを継続的に提供できる体制を構築するため、 業務
継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から 、 感染症若し く は災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策
定の場合、 基本報酬を減算する。 【 告示改正】

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 業務継続計画未実施減算

施設・ 居住系サービス 所定単位数の100分の3に相当する単位数を減算（ 新設）
その他のサービス 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（ 新設）

算定要件等

○ 以下の基準に適合していない場合（ 新設）
・ 感染症や非常災害の発生時において、 利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、 及び非常時

の体制で早期の業務再開を図るための計画（ 業務継続計画） を策定するこ と
・ 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるこ と

※ 令和７ 年３ 月31日までの間、 感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っ
ている場合には、 減算を適用しない。 訪問系サービス、 福祉用具貸与、 居宅介護支援については、 令和７ 年３ 月31日までの間、
減算を適用しない。

○ １ 年間の経過措置期間中に全ての事業所で計画が策定さ れるよ う 、 事業所間の連携によ り 計画策定を行って差し
支えない旨を周知するこ と も含め、 小規模事業所の計画策定支援に引き続き取り 組むほか、 介護サービス情報公表
システムに登録すべき事項に業務継続計画に関する取組状況を追加する等、 事業所への働きかけを強化する。 また、
県別の計画策定状況を公表し、 指定権者による取組を促すと と も に、 業務継続計画を策定済みの施設・ 事業所につ
いても 、 地域の特性に合わせた実効的な内容と なるよ う 、 指定権者による継続的な指導を求める。

【 全サービス（ 居宅療養管理指導★、 特定福祉用具販売★を除く ） 】

※ 平成18年度に施設・ 居住系サービスに身体拘束廃止未実施減算を導入した際は、 ５ 単位/日減算であったが、
各サービス毎に基本サービス費や算定方式が異なるこ と を踏まえ、 定率で設定。 なお、 その他サービスは、 所
定単位数から平均して７ 単位程度/（ 日・ 回） の減算と なる。
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概要

○ 利用者の人権の擁護、 虐待の防止等をより 推進する観点から 、 全ての介護サービス事業者（ 居宅療養管理指導及
び特定福祉用具販売を除く 。 ） について、 虐待の発生又はその再発を防止するための措置（ 虐待の発生又はその再
発を防止するための委員会の開催、 指針の整備、 研修の実施、 担当者を定めるこ と ） が講じら れていない場合に、
基本報酬を減算する。 その際、 福祉用具貸与については、 そのサービス提供の態様が他サービスと 異なるこ と 等を
踏まえ、 ３ 年間の経過措置期間を設けるこ と と する。 【 告示改正】

〇 施設におけるスト レス対策を含む高齢者虐待防止に向けた取組例を収集し、 周知を図るほか、 国の補助により 都
道府県が実施している事業において、 ハラスメ ント 等のスト レス対策に関する研修を実施できるこ と や、 同事業に
よる相談窓口について、 高齢者本人と その家族だけでなく 介護職員等も利用できるこ と を明確化するなど、 高齢者
虐待防止に向けた施策の充実を図る。

単位数

＜現行＞ ＜改定後＞
なし 高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（ 新設）

【 全サービス（ 居宅療養管理指導★、 特定福祉用具販売★を除く ） 】

１ .（ ６ ） ① 高齢者虐待防止の推進①

算定要件等

○ 虐待の発生又はその再発を防止するための以下の措置が講じら れていない場合（ 新設）
・ 虐待の防止のための対策を検討する委員会（ テレビ電話装置等の活用可能） を定期的に開催すると と も に、 そ

の結果について、 従業者に周知徹底を図るこ と 。
・ 虐待の防止のための指針を整備するこ と 。
・ 従業者に対し 、 虐待の防止のための研修を定期的に実施するこ と 。
・ 上記措置を適切に実施するための担当者を置く こ と 。

※ 平成18年度に施設・ 居住系サービスに身体拘束廃止未実施減算を導入した際は、 ５ 単位/日減算であったが、 各サービス毎
に基本サービス費や算定方式が異なるこ と を踏まえ、 定率で設定。 なお、 所定単位数から平均して７ 単位程度/（ 日・ 回） の
減算と なる。
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１ .（ ６ ） ① 高齢者虐待防止の推進②

算定要件等

○ 全ての施設・ 事業所で虐待防止措置が適切に行われるよ う 、 令和６ 年度中に小規模事業所等における取組事例を
周知するほか、 介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に虐待防止に関する取組状況を追加する。 また、
指定権者に対して、 集団指導等の機会等にて虐待防止措置の実施状況を把握し 、 未実施又は集団指導等に不参加の
事業者に対する集中的な指導を行う など、 高齢者虐待防止に向けた取組の強化を求めると と も に、 都道府県別の体
制整備の状況を周知し 、 更なる取組を促す。
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概要

○ 身体的拘束等の更なる適正化を図る観点から 、 以下の見直しを行う 。

ア 短期入所系サービス及び多機能系サービスについて、 身体的拘束等の適正化のための措置（ 委員会の開催等、
指針の整備、 研修の定期的な実施） を義務付ける。 【 省令改正】 また、 身体的拘束等の適正化のための措置が講
じら れていない場合は、 基本報酬を減算する。 その際、 １ 年間の経過措置期間を設けるこ と と する。 【 告示改正】

イ 訪問系サービス、 通所系サービス、 福祉用具貸与、 特定福祉用具販売及び居宅介護支援について、 利用者又は
他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、 身体的拘束等を行ってはなら ないこ と
と し 、 身体的拘束等を行う 場合には、 その態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理
由を記録するこ と を義務付ける。 【 省令改正】

【 ア： 短期入所系サービス★、 多機能系サービス★、 イ ： 訪問系サービス★、 通所系サービス★、 福祉用具貸与★、
特定福祉用具販売★、 居宅介護支援★】

１ ． （ ６ ） ② 身体的拘束等の適正化の推進①

基準

○ 短期入所系サービス及び多機能系サービスの運営基準に以下の措置を講じなければなら ない旨を規定する。
・ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３ 月に１ 回以上開催すると と もに、 その結果について、

介護職員その他従業者に周知徹底を図るこ と 。
・ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備するこ と 。
・ 介護職員その他の従業者に対し 、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ と 。

○ 訪問系サービス、 通所系サービス、 福祉用具貸与、 特定福祉用具販売及び居宅介護支援の運営基準に以下を規定
する。
・ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、 身体的拘束等を行って

はなら ないこ と 。
・ 身体的拘束等を行う 場合には、 その態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録しなければならないこ と 。
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１ .（ ６ ） ② 身体的拘束等の適正化の推進②

＜現行＞ ＜改定後＞

なし 身体拘束廃止未実施減算 所定単位数の100分の1に相当する単位数を減算（ 新設）

単位数

算定要件等

○ 身体的拘束等の適正化を図るため、 以下の措置が講じられていない場合
・ 身体的拘束等を行う 場合には、 その態様及び時間、 その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録するこ と
・ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３ 月に１ 回以上開催すると と もに、 その結果について、

介護職員その他従業者に周知徹底を図るこ と
・ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備するこ と
・ 介護職員その他の従業者に対し 、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ と

〇 全ての施設・ 事業所で身体的拘束等の適正化が行われるよ う 、 令和６ 年度中に小規模事業所等における取組事例
を周知するほか、 介護サービス情報公表システムに登録すべき事項に身体的拘束等の適正化に関する取組状況を追
加する。 また、 指定権者に対して、 集団指導等の機会等にて身体的拘束等の適正化の実施状況を把握し 、 未実施又
は集団指導等に不参加の事業者に対する集中的な指導を行う など、 身体的拘束等の適正化に向けた取組の強化を求
める。

【 短期入所系サービス★、 多機能系サービス★】

※ 平成18年度に施設・ 居住系サービスに身体拘束廃止未実施減算を導入した際は、 ５ 単位/日減算であったが、 各サービ
ス毎に基本サービス費や算定方式が異なること を踏まえ、 定率で設定。 なお、 短期入所系・ 多機能系サービスは所定単位
数から平均して９ 単位程度/日の減算と なる。
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３ .（ １ ） ① 介護職員の処遇改善①

概要

○ 介護現場で働く 方々にと って、 令和６ 年度に2.5％、 令和７ 年度に2.0％のベースアッ プへと 確実につながるよ う

加算率の引上げを行う 。

○ 介護職員等の確保に向けて、 介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多く の事業所に活用さ れるよ う 推進

する観点から 、 介護職員処遇改善加算、 介護職員等特定処遇改善加算、 介護職員等ベースアッ プ等支援加算につい

て、 現行の各加算・ 各区分の要件及び加算率を組み合わせた４ 段階の「 介護職員等処遇改善加算」 に一本化を行う 。

※ 一本化後の加算については、 事業所内での柔軟な職種間配分を認める。 また、 人材確保に向けてよ り 効果的な

要件と する等の観点から 、 月額賃金の改善に関する要件及び職場環境等要件を見直す。 【 告示改正】

【 訪問介護、 訪問入浴介護★、 通所介護、 地域密着型通所介護、 療養通所介護、 認知症対応型通所介護★、 通所リ ハビリ テーショ
ン★、 短期入所生活介護★、 短期入所療養介護★、 特定施設入居者生活介護★、 地域密着型特定施設入居者生活介護、 定期巡
回・ 随時対応型訪問介護看護、 夜間対応型訪問介護、 小規模多機能型居宅介護★、 認知症対応型共同生活介護★、 看護小規模多
機能型居宅介護、 介護老人福祉施設、 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、 介護医療院】

単位数

サービス区分
介護職員等処遇改善加算

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

訪問介護・ 夜間対応型訪問介護・ 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護 24.5% 22.4% 18.2% 14.5%

訪問入浴介護★ 10.0% 9.4% 7.9% 6.3%

通所介護・ 地域密着型通所介護 9.2% 9.0% 8.0% 6.4%

通所リ ハビリ テーショ ン★ 8.6% 8.3% 6.6% 5.3%

特定施設入居者生活介護★・ 地域密着型特定施設入居者生活介護 12.8% 12.2% 11.0% 8.8%

認知症対応型通所介護★ 18.1% 17.4% 15.0% 12.2%

小規模多機能型居宅介護★・ 看護小規模多機能型居宅介護 14.9% 14.6% 13.4% 10.6%

認知症対応型共同生活介護★ 18.6% 17.8% 15.5% 12.5%

介護老人福祉施設・ 地域密着型介護老人福祉施設・ 短期入所生活介護★ 14.0% 13.6% 11.3% 9.0%

介護老人保健施設・ 短期入所療養介護 （ 介護老人保健施設） ★ 7.5% 7.1% 5.4% 4.4%

介護医療院・ 短期入所療養介護 （ 介護医療院） ★・ 短期入所療養介護（ 病院等)★ 5.1% 4.7% 3.6% 2.9%

※介護職員等処遇改善加算を除く 加減算後の総報酬単位数に以下の加算率を乗じる 。 加算率はサービス毎の介護
職員の常勤換算職員数に基づき設定。

（ 注） 令和６ 年度末までの経過措置期間を設け、 経過措置期間中は、 現行の３ 加算の取得状況に基づく 加算率を維持した上で、 今般の改
定による加算率の引上げを受けるこ と ができるよ う にするこ と などの激変緩和措置を講じる。
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３ .（ １ ） ① 介護職員の処遇改善②

算定要件等

○ 一本化後の新加算全体について、 職種に着目した配分ルールは設けず、 事業所内で柔軟な配分を認める。

○ 新加算のいずれの区分を取得している事業所においても 、 新加算Ⅳの加算額の１ /２ 以上を月額賃金の改善に充て

るこ と を要件と する。
※ それまでベースアッ プ等支援加算を取得していない事業所が、 一本化後の新加算を新たに取得する場合には、 収入と して新たに増

加するベースアッ プ等支援加算相当分の加算額については、 その２ /３ 以上を月額賃金の改善と して新たに配分するこ と を求める。

※︓加算率は訪問介護のものを例として記載。

対応する現行の加算等（※） 新加算の趣旨

新
加
算
（
介
護
職
員
等
処
遇
改
善
加
算
）

Ⅰ 新加算（Ⅱ）に加え、以下の要件を満たすこと。
• 経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上
配置していること（訪問介護の場合、介護福祉士30%以上）

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7%】

b. 特定処遇加算（Ⅰ）
【6.3%】

c. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

事業所内の経験・
技能のある職員を
充実

Ⅱ 新加算（Ⅲ）に加え、以下の要件を満たすこと。
• 改善後の賃金年額440万円以上が１人以上
• 職場環境の更なる改善、見える化【見直し】
• グループごとの配分ルール【撤廃】

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7%】

b. 特定処遇加算（Ⅱ）
【4.2%】

c. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

総合的な職場環境
改善による職員の
定着促進

Ⅲ 新加算（Ⅳ）に加え、以下の要件を満たすこと。
• 資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組みの整備

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7％】

b. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

資格や経験に応じ
た昇給の仕組みの
整備

Ⅳ • 新加算（Ⅳ）の1/2（7.2%）以上を月額賃金で配分
• 職場環境の改善（職場環境等要件）【見直し】
• 賃金体系等の整備及び研修の実施等

a. 処遇改善加算（Ⅱ）
【10.0%】

b. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

介護職員の基本的
な待遇改善・ベー
スアップ等

既存の要件は黒字、新規・修正する要件は赤字加算率（※）

【14.5%】

【18.2%】

【22.4%】

【24.5%】

新加算（Ⅰ〜Ⅳ）は、加算・賃金改善額の職種間配分ルールを統一。（介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員に
重点的に配分することとするが、事業所内で柔軟な配分を認める。）
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３ .（ ２ ） ① テレワーク の取扱い

概要

○ 人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテレワーク に関して、 個人情報を適切に管理
しているこ と 、 利用者の処遇に支障が生じないこ と 等を前提に、 取扱いの明確化を行い、 職種や業務ごと に具体的
な考え方を示す。 【 通知改正】

【 全サービス（ 居宅療養管理指導★を除く 。 ） 】
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３ .（ ２ ） ⑧ 外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し

概要

○ 就労開始から ６ 月未満のEPA介護福祉士候補者及び技能実習生（ 以下「 外国人介護職員」 と いう 。 ） については、
日本語能力試験N1又はN2に合格した者を除き、 両制度の目的を考慮し、 人員配置基準への算入が認められていな
いが、 就労開始から ６ 月未満であってもケアの習熟度が一定に達している外国人介護職員がいる実態なども 踏まえ、
人員配置基準に係る取扱いについて見直しを行う 。
具体的には、 外国人介護職員の日本語能力やケアの習熟度に個人差があるこ と を踏まえ、 事業者が、 外国人介護

職員の日本語能力や指導の実施状況、 管理者や指導職員等の意見等を勘案し 、 当該外国人介護職員を人員配置基準
に算入するこ と について意思決定を行った場合には、 就労開始直後から人員配置基準に算入して差し支えないこ と
と する。 【 告示改正】
その際、 適切な指導及び支援を行う 観点、 安全体制の整備の観点から 、 以下の要件を設ける。

ア 一定の経験のある職員と チームでケアを行う 体制と するこ と 。
イ 安全対策担当者の配置、 指針の整備や研修の実施など、 組織的に安全対策を実施する体制を整備しているこ と 。

併せて、 両制度の趣旨を踏まえ、 人員配置基準への算入の有無にかかわらず、 研修又は実習のための指導職員の
配置や、 計画に基づく 技能等の修得や学習への配慮など、 法令等に基づき、 受入れ施設において適切な指導及び支
援体制の確保が必要であるこ と を改めて周知する。

【 通所系サービス★、 短期入所系サービス★、 居住系サービス★、 多機能系サービス★、 施設系サービス】

算定要件等

訪日後研修

（現行）

（見直し案）

※N1・N2のみ参入可能

※N1・N2に加え、受入れ事業

者が配置基準に算入するこ
ととした場合に算入可能

算入

算入

就労開始 就労開始６ヶ月次のいずれかに該当するものについては、 職員等の配置の基準を定
める法令の適用について職員等と みなしても差し支えないこ と と する。

・ 受入れ施設において就労を開始した日から ６ 月を経過した外国人介護職員
・ 受入れ施設において就労を開始した日から ６ 月を経過していない外国人介護

職員であって、 受入れ施設（ 適切な研修体制及び安全管理体制が整備さ れてい
るも のに限る。 ） に係る事業を行う 者が当該外国人介護職員の日本語の能力及
び研修の実施状況並びに当該受入れ施設の管理者、 研修責任者その他の職員の
意見等を勘案し 、 当該外国人介護職員を職員等の配置の基準を定める法令の適
用について職員等と みなすこ と と したも の

・ 日本語能力試験N1又はN2に合格した者
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５ ． ② 特別地域加算、 中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する
者へのサービス提供加算の対象地域の明確化

概要

○ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法において、 「 過疎地域」 と みなして同法の規定を適用するこ と
と さ れている地域等が、 特別地域加算、 中山間地域等の小規模事業所加算及び中山間地域に居住する者へのサービ
ス提供加算の算定対象地域に含まれるこ と を明確化する。 【 告示改正】

基準

【 訪問系サービス★、 通所系サービス★、 多機能系サービス★、 福祉用具貸与★、 居宅介護支援】

○ 厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域（ 平成21年厚生労働省告示第83号） 及び厚生労働大臣が定める地域（ 平成24年厚生労働省告示第120号） の
規定を以下のよう に改正する。

算定要件 単位数

特別地域加算 別に厚生労働大臣が定める地域（ ※１ ） に所
在する事業所が、 サービス提供を行った場合

所定単位数に
15/100
を乗じた単位数

中山間地域等における
小規模事業所加算

別に厚生労働大臣が定める地域（ ※２ ） に所
在する事業所が、 サービス提供を行った場合

所定単位数に
10/100
を乗じた単位数

中山間地域等に居住する
者へのサービス提供加算

別に厚生労働大臣が定める地域（ ※３ ） に居
住する利用者に対し、 通常の事業の実施地域
を越えて、 サービス提供を行った場合

所定単位数に
５ /100
を乗じた単位数

※１ ： ①離島振興対策実施地域、 ②奄美群島、
③振興山村、 ④小笠原諸島、 ⑤沖縄の離島、
⑥豪雪地帯、 特別豪雪地帯、 辺地、 過疎地
域等であって、 人口密度が希薄、 交通が不
便等の理由により サービスの確保が著しく
困難な地域

※２ ： ①豪雪地帯及び特別豪雪地帯、 ②辺地、
③半島振興対策実施地域、 ④特定農山村、
⑤過疎地域

※３ ： ①離島振興対策実施地域、 ②奄美群島、
③豪雪地帯及び特別豪雪地帯、 ④辺地、 ⑤
振興山村、 ⑥小笠原諸島、 ⑦半島振興対策
実施地域、 ⑧特定農山村地域、 ⑨過疎地
域、 ⑩沖縄の離島

＜現行＞
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法(令和三年法律第十九号)第二条
第一項に規定する過疎地域

＜改定後＞
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法(令和三年法律第十九号)第二条
第二項により 公示された過疎地域
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５ ． ⑤ 通所系サービスにおける送迎に係る取扱いの明確化

○ 通所系サービスにおける送迎について、 利便性の向上や運転専任職の人材不足等に対応する観点から 、 送迎先に
ついて利用者の居住実態のある場所を含めると と も に、 他の介護事業所や障害福祉サービス事業所の利用者と の同
乗を可能と する。 【 Q&A発出】

【 通所介護、 地域密着型通所介護、 認知症対応型通所介護★、 通所リ ハビリ テーショ ン★、 療養通所介護】

（ 送迎の範囲について）
○ 利用者の送迎について、 利用者の自宅と 事業所間の送迎を原則と するが、 運営上支障が無く 、 利用者の居住実態

（ 例えば、 近隣の親戚の家） がある場所に限り 、 当該場所への送迎を可能と する。

（ 他介護事業所利用者と の同乗について）
○ 介護サービス事業所において、 他事業所の従業員が自事業所と 雇用契約を結び、 自事業所の従業員と して送迎を

行う 場合や、 委託契約において送迎業務を委託している場合（ 共同での委託を含む） には、 責任の所在等を明確に
した上で、 他事業所の利用者と の同乗を可能と する。

（ 障害福祉サービス利用者と の同乗について）
○ 障害福祉サービス事業所が介護サービス事業所と 雇用契約や委託契約（ 共同での委託を含む） を結んだ場合にお

いても 、 責任の所在等を明確にした上で、 障害福祉サービス事業所の利用者も 同乗するこ と を可能と する。
※ なお、 こ の場合の障害福祉サービス事業所と は、 同一敷地内事業所や併設・ 隣接事業所など、 利用者の利便性を損なわない範囲内

の事業所と する。

概要

算定要件等
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利用者に対し、指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日までの間、次

に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴～⑶ （略） 

利用者に対し、指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、次

に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴～⑶ （略） 

 ヘ・ト （略） ヘ・ト （略） 

２の２ 地域密着型通所介護費 ２の２ 地域密着型通所介護費 

イ 地域密着型通所介護費 

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  416単位 

㈡ 要介護２                  478単位 

㈢ 要介護３                  540単位 

㈣ 要介護４                  600単位 

㈤ 要介護５                  663単位 

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  436単位 

㈡ 要介護２                  501単位 

㈢ 要介護３                  566単位 

㈣ 要介護４                  629単位 

㈤ 要介護５                  695単位 

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  657単位 

㈡ 要介護２                  776単位 

㈢ 要介護３                  896単位 

㈣ 要介護４                 1,013単位 

㈤ 要介護５                 1,134単位 

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  678単位 

㈡ 要介護２                  801単位 

㈢ 要介護３                  925単位 

イ 地域密着型通所介護費 

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  415単位 

㈡ 要介護２                  476単位 

㈢ 要介護３                  538単位 

㈣ 要介護４                  598単位 

㈤ 要介護５                  661単位 

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  435単位 

㈡ 要介護２                  499単位 

㈢ 要介護３                  564単位 

㈣ 要介護４                  627単位 

㈤ 要介護５                  693単位 

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  655単位 

㈡ 要介護２                  773単位 

㈢ 要介護３                  893単位 

㈣ 要介護４                 1,010単位 

㈤ 要介護５                 1,130単位 

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  676単位 

㈡ 要介護２                  798単位 

㈢ 要介護３                  922単位 
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㈣ 要介護４                 1,049単位 

㈤ 要介護５                 1,172単位 

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  753単位 

㈡ 要介護２                  890単位 

㈢ 要介護３                 1,032単位 

㈣ 要介護４                 1,172単位 

㈤ 要介護５                 1,312単位 

⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  783単位 

㈡ 要介護２                  925単位 

㈢ 要介護３                 1,072単位 

㈣ 要介護４                 1,220単位 

㈤ 要介護５                 1,365単位 

ロ 療養通所介護費（１月につき）        12,785単位 

ハ 短期利用療養通所介護費（１日につき）     1,335単位 

注１ （略） 

２ ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法に

より、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った指定療養通所介護事業所（指定地域密着型サービ

ス基準第40条第１項に規定する指定療養通所介護事業所を

いう。以下同じ。）において、利用者（別に厚生労働大臣

が定める者に限る。）について、指定療養通所介護（指定

地域密着型サービス基準第38条に規定する指定療養通所介

護をいう。以下同じ。）を行った場合に、所定単位数を算

定する。ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職

員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合

は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 

㈣ 要介護４                 1,045単位 

㈤ 要介護５                 1,168単位 

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  750単位 

㈡ 要介護２                  887単位 

㈢ 要介護３                 1,028単位 

㈣ 要介護４                 1,168単位 

㈤ 要介護５                 1,308単位 

⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 

㈠ 要介護１                  780単位 

㈡ 要介護２                  922単位 

㈢ 要介護３                 1,068単位 

㈣ 要介護４                 1,216単位 

㈤ 要介護５                 1,360単位 

ロ 療養通所介護費（１月につき）        12,691単位 

（新設） 

注１ （略） 

２ ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

しているものとして市町村長に届け出た指定療養通所介護

事業所（指定地域密着型サービス基準第40条第１項に規定

する指定療養通所介護事業所をいう。以下同じ。）におい

て、利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）につ

いて、指定療養通所介護（指定地域密着型サービス基準第

38条に規定する指定療養通所介護をいう。以下同じ。）を

行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、利用者の

数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大

臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定

めるところにより算定する。 

３ ハについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

（新設） 
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、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定療養通所介護事業所において、指定療養通所介護

を行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、利用者

の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働

大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が

定めるところにより算定する。 

４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高

齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の100分

の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業

務継続計画未策定減算として、所定単位数の100分の１に

相当する単位数を所定単位数から減算する。 

（新設） 

６～10 （略） ３～７ （略） 

11 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護事業所において、注10を算定

している場合は、生活相談員配置等加算として、１日につ

き13単位を所定単位数に加算する。 

８ イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護事業所において、注７を算定

している場合は、生活相談員配置等加算として、１日につ

き13単位を所定単位数に加算する。 

12・13 （略） ９・10 （略） 

14 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護事業所が、中重度の要介護者

を受け入れる体制を構築し、指定地域密着型通所介護を行

った場合は、中重度者ケア体制加算として、１日につき45

単位を所定単位数に加算する。ただし、注10を算定してい

る場合は、算定しない。 

11 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護事業所が、中重度の要介護者

を受け入れる体制を構築し、指定地域密着型通所介護を行

った場合は、中重度者ケア体制加算として、１日につき45

単位を所定単位数に加算する。ただし、注７を算定してい

る場合は、算定しない。 

15 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

12 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により
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、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護事業所において、外部との連

携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個

別機能訓練計画を作成した場合には、当該基準に掲げる区

分に従い、⑴については、利用者の急性増悪等により当該

個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度

として、１月につき、⑵については１月につき、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

その他の加算は算定しない。また、注16を算定している場

合、⑴は算定せず、⑵は１月につき100単位を所定単位数

に加算する。 

⑴・⑵ （略） 

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護事業所において、外部との連

携により、利用者の身体の状況等の評価を行い、かつ、個

別機能訓練計画を作成した場合には、当該基準に掲げる区

分に従い、⑴については、利用者の急性増悪等により当該

個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度

として、１月につき、⑵については１月につき、次に掲げ

る単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げる

その他の加算は算定しない。また、注13を算定している場

合、⑴は算定せず、⑵は１月につき100単位を所定単位数

に加算する。 

⑴・⑵ （略） 

16 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護の利用者に対して、機能訓練

を行っている場合には、当該基準に掲げる区分に従い、⑴

及び⑵については１日につき次に掲げる単位数を、⑶につ

いては１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、個別機能訓練加算(Ⅰ)イを算定している場合に

は、個別機能訓練加算(Ⅰ)ロは算定しない。 

⑴ （略） 

⑵ 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ           76単位 

⑶ （略） 

13 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護の利用者に対して、機能訓練

を行っている場合には、当該基準に掲げる区分に従い、⑴

及び⑵については１日につき次に掲げる単位数を、⑶につ

いては１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、個別機能訓練加算(Ⅰ)イを算定している場合に

は、個別機能訓練加算(Ⅰ)ロは算定しない。 

⑴ （略） 

⑵ 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ           85単位 

⑶ （略） 

17 （略） 14 （略） 

18 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護事業所において、別に厚生労

働大臣が定める利用者に対して指定地域密着型通所介護を

15 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護事業所において、別に厚生労

働大臣が定める利用者に対して指定地域密着型通所介護を
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行った場合は、認知症加算として、１日につき60単位を所

定単位数に加算する。ただし、注10を算定している場合は

、算定しない。 

行った場合は、認知症加算として、１日につき60単位を所

定単位数に加算する。ただし、注７を算定している場合は

、算定しない。 

19 （略） 16 （略） 

20 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している

ものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った

指定地域密着型通所介護事業所が、利用者に対して、管理

栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用者

ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を把握する

ことをいう。以下この注において同じ。）を行った場合は

、栄養アセスメント加算として、１月につき50単位を所定

単位数に加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算の

算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養

改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。 

⑴ （略） 

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（注21において「管理栄養士

等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、

当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相

談等に必要に応じ対応すること。 

⑶・⑷ （略） 

17 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合している

ものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った

指定地域密着型通所介護事業所が、利用者に対して、管理

栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用者

ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を把握する

ことをいう。以下この注において同じ。）を行った場合は

、栄養アセスメント加算として、１月につき50単位を所定

単位数に加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算の

算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養

改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。 

⑴ （略） 

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（注18において「管理栄養士

等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、

当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相

談等に必要に応じ対応すること。 

⑶・⑷ （略） 

21～24 （略） 18～21 （略） 

25 ロについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して

いるものとして、電子情報処理組織を使用する方法により

、市町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定地域密着型通所介護事業所が、重度の要介護者を

受け入れる体制を構築し、指定地域密着型通所介護を行っ

た場合は、重度者ケア体制加算として、１月につき150単

位を所定単位数に加算する。 

（新設） 

 

26～29 （略） 22～25 （略） 
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ニ サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し

、老健局長が定める様式による届出を行った指定地域密着型

通所介護事業所が利用者に対し指定地域密着型通所介護を行

った場合又は別に厚生労働大臣が定める基準に適合している

ものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町

村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定

療養通所介護事業所が利用者に対し指定療養通所介護を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１回

につき、ロについては１月につき、ハについては１日につき

、次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。 

ハ サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

、電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し

、老健局長が定める様式による届出を行った指定地域密着型

通所介護事業所が利用者に対し指定地域密着型通所介護を行

った場合又は別に厚生労働大臣が定める基準に適合している

ものとして市町村長に届け出た指定療養通所介護事業所が利

用者に対し指定療養通所介護を行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、イについては１回につき、ロについては１

月につき、次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に

掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

 

⑴・⑵ （略） 

⑶ ハを算定している場合 

㈠ サービス提供体制強化加算(Ⅲ)イ       12単位 

㈡ サービス提供体制強化加算(Ⅲ)ロ       ６単位 

⑴・⑵ （略） 

（新設） 

ホ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める

様式による届出を行った指定地域密着型通所介護事業所が、

利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日までの間、次

に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の59に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算定した

ニ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める

様式による届出を行った指定地域密着型通所介護事業所が、

利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、次

に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからハまでにより算定した

単位数の1000分の59に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからハまでにより算定した

2
56

23



  

 

 

単位数の1000分の43に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の23に相当する単位数 

単位数の1000分の43に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからハまでにより算定した

単位数の1000分の23に相当する単位数 

ヘ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定地域密着型通所介護事業所が

、利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位

数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算

定した単位数の1000分の10に相当する単位数 

ホ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定地域密着型通所介護事業所が

、利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位

数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからハまでにより算

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからハまでにより算

定した単位数の1000分の10に相当する単位数 

ト 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定地域密着型通所介護事業所が

、利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合は、

イからニまでにより算定した単位数の1000分の11に相当する

単位数を所定単位数に加算する。 

ヘ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定地域密着型通所介護事業所が

、利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合は、

イからハまでにより算定した単位数の1000分の11に相当する

単位数を所定単位数に加算する。 

３ 認知症対応型通所介護費 ３ 認知症対応型通所介護費 

イ 認知症対応型通所介護費(Ⅰ) 

⑴ 認知症対応型通所介護費(ⅰ) 

㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 

ａ 要介護１                 543単位 

ｂ 要介護２                 597単位 

イ 認知症対応型通所介護費(Ⅰ) 

⑴ 認知症対応型通所介護費(ⅰ) 

㈠ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 

ａ 要介護１                 542単位 

ｂ 要介護２                 596単位 
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い。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算

定した単位数の1000分の42に相当する単位数 

（削る） ト 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定夜間対応型訪問介護事業所が

、利用者に対し、指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、

イからニまでにより算定した単位数の1000分の24に相当する

単位数を所定単位数に加算する。 

２の２ 地域密着型通所介護費 ２の２ 地域密着型通所介護費 

イ～ニ （略） イ～ニ （略） 

ホ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定地域密着型通所介護事業

所が、利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を

所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の92に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の90に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の80に相当する単位数 

ホ 介護職員処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定める

様式による届出を行った指定地域密着型通所介護事業所が、

利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、令和６年５月31日までの間、次

に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の59に相当する単位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の43に相当する単位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イからニまでにより算定した

単位数の1000分の23に相当する単位数 

3
03

26



  

 

 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) イからニまでにより算定

した単位数の1000分の64に相当する単位数 

２ 令和７年３月31日までの間、別に厚生労働大臣が定める

基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施している

ものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市

町村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った

指定地域密着型通所介護事業所（注１の加算を算定してい

るものを除く。）が、利用者に対し、指定地域密着型通所

介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑴ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の81に相当する単位数 

⑵ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑵ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の76に相当する単位数 

⑶ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑶ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の79に相当する単位数 

⑷ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑷ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の74に相当する単位数 

⑸ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑸ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の65に相当する単位数 

⑹ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑹ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の63に相当する単位数 

⑺ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑺ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の56に相当する単位数 

⑻ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑻ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の69に相当する単位数 

⑼ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑼ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の54に相当する単位数 

⑽ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑽ イからニまでにより算

（新設） 
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定した単位数の1000分の45に相当する単位数 

⑾ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑾ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の53に相当する単位数 

⑿ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⑿ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の43に相当する単位数 

⒀ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒀ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の44に相当する単位数 

⒁ 介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)⒁ イからニまでにより算

定した単位数の1000分の33に相当する単位数 

（削る） ヘ 介護職員等特定処遇改善加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定地域密着型通所介護事業所が

、利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位

数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) イからニまでにより算

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イからニまでにより算

定した単位数の1000分の10に相当する単位数 

 （削る） ト 介護職員等ベースアップ等支援加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行った指定地域密着型通所介護事業所が

、利用者に対し、指定地域密着型通所介護を行った場合は、

イからニまでにより算定した単位数の1000分の11に相当する

単位数を所定単位数に加算する。 
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別紙５ 

○ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する

基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年３月31日老計発第0331005号、老振発第0331005号、老老発第0331018号）（抄）  

 

1 

新 旧 

第１ 届出手続の運用 

１ 届出の受理 

第１ 届出手続の運用 

１ 届出の受理 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 電子情報処理組織による届出 

① ⑴の規定にかかわらず、届出は厚生労働省の使用に係る電子計算機

（入出力装置を含む。以下同じ。）と届出を行おうとする者の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用す

る方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、厚生労

働省の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録

されるもの（以下「電子情報処理組織を使用する方法」という。）や電

子メールの利用等により行わせることができる。 

 

② ⑴の規定にかかわらず、届出のうち、指定地域密着型サービス介護

給付費単位数表及び指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位

数表において、電子情報処理組織を使用する方法によるとされた届出

については、電子情報処理組織を使用する方法（やむを得ない事情に

より当該方法による届出を行うことができない場合にあっては、電子

メールの利用その他の適切な方法）により行わせることとする。なお、

市町村長等が電子情報処理組織を使用する方法による届出の受理の準

備を完了するまでの間は、この限りでない。 

③ ①、②の電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出につ

いては、書面等により行われたものとみなして、本通知及びその他の

当該届出に関する通知の規定を適用する。 

④ 電子情報処理組織を使用する方法や電子メールの利用等により行わ

れた届出は、当該届出を受ける行政機関等の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルへの記録がされた時に当該行政機関等に到達した

ものとみなす。 

⑵ 電子情報処理組織による届出 

① ⑴の規定にかかわらず、届出は電子情報処理組織（届出が行われる

べき行政機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同

じ。）とその届出をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。ただし、当該行政機関等の使用に

係る電子計算機と接続した際に当該行政機関等からプログラムが付与

される場合は、その付与されるプログラムを正常に稼働させられる機

能を備えているものに限る。以下同じ。）を使用する方法により行わせ

ることができる。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

② ①の電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出について

は、書面等により行われたものとみなして、本通知及びその他の当該

届出に関する通知の規定を適用する。 

③ 電子情報処理組織を使用する方法により行われた届出は、当該届出

を受ける行政機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへ

の記録がされた時に当該行政機関等に到達したものとみなす。 

⑶～⑸ （略） ⑶～⑸ （略） 

⑹ 届出に係る加算等の算定の開始時期 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型

通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護若しくは看

護小規模多機能型居宅介護又は介護予防認知症対応型通所介護若しくは

⑹ 届出に係る加算等の算定の開始時期 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型

通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護若しくは看

護小規模多機能型居宅介護又は介護予防認知症対応型通所介護若しくは

29



2 
 

介護予防小規模多機能型居宅介護における届出に係る加算等（算定され

る単位数が増えるものに限る。以下同じ。）については、適正な支給限度

額管理のため、利用者や居宅介護支援事業者等に対する周知期間を確保

する観点から、届出が毎月 15日以前になされた場合には翌月から、16 日

以降になされた場合には翌々月から、算定を開始するものとすること。

ただし、令和６年４月から算定を開始する加算等の届出については、前

記にかかわらず、同年４月１日以前になされていれば足りるものとする。 

認知症対応型共同生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介

護（いずれも短期利用型を含む。）、地域密着型特定施設入居者生活介護

又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護における届出に係る加

算等については、届出が受理された日が属する月の翌月（届出が受理さ

れた日が月の初日である場合は当該月）から算定を開始するものとする。 

介護予防小規模多機能型居宅介護における届出に係る加算等（算定され

る単位数が増えるものに限る。以下同じ。）については、適正な支給限度

額管理のため、利用者や居宅介護支援事業者等に対する周知期間を確保

する観点から、届出が毎月 15日以前になされた場合には翌月から、16 日

以降になされた場合には翌々月から、算定を開始するものとすること。

ただし、令和３年４月から算定を開始する加算等の届出については、前

記にかかわらず、同年４月１日以前になされていれば足りるものとする。 

認知症対応型共同生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介

護（いずれも短期利用型を含む。）、地域密着型特定施設入居者生活介護

又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護における届出に係る加

算等については、届出が受理された日が属する月の翌月（届出が受理さ

れた日が月の初日である場合は当該月）から算定を開始するものとする。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

第２ 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表 第２ 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表 

１ 通則 

⑴～⑹ （略） 

１ 通則 

⑴～⑹ （略） 

⑺ 常勤換算方法による職員数の算定方法等について 

暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常勤

の職員が勤務すべき時間で除することによって算定するものとし、小数

点第２位以下を切り捨てるものとする。なお、やむを得ない事情により、

配置されていた職員数が一時的に１割の範囲内で減少した場合は、１月

を超えない期間内に職員が補充されれば、職員数が減少しなかったもの

とみなすこととする。 

その他、常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについては、①及び②

のとおりとすること。 

① 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和 47 年法律第 113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育

児・介護休業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24

条に規定する所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業

場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事

業者が自主的に講じる所定労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び

治療のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられてい

⑺ 常勤換算方法による職員数の算定方法等について 

暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常勤

の職員が勤務すべき時間で除することによって算定するものとし、小数

点第２位以下を切り捨てるものとする。なお、やむを得ない事情により、

配置されていた職員数が一時的に１割の範囲内で減少した場合は、１月

を超えない期間内に職員が補充されれば、職員数が減少しなかったもの

とみなすこととする。 

その他、常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについては、①及び②

のとおりとすること。 

① 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法

律（昭和 47 年法律第 113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母

性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育

児・介護休業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24

条に規定する所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のた

めの所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、

30 時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者

が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可
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る場合、30 時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤

の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱う

ことを可能とする。 

能とする。 

② 当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められてい

る常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間

を基本とする。）に達していることをいうものであるが、母性健康管理

措置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が

講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業

所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間

数を 30 時間として取り扱うことを可能とする。 

また、常勤による従業者の配置要件が設けられている場合、従業者

が労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業、母性

健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業、

同条第２号に規定する介護休業、同法第 23 条第２項の育児休業に関す

る制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号に係る部分に限

る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じ

て講ずる措置による休業を取得中の期間において、当該要件において

求められる資質を有する複数の非常勤の従業者を常勤の従業者の員数

に換算することにより、当該要件を満たすことが可能であることとす

る。 

② 当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められてい

る常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間

を基本とする。）に達していることをいうものであるが、母性健康管理

措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じら

れている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所とし

て整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を 30

時間として取り扱うことを可能とする。 

また、常勤による従業者の配置要件が設けられている場合、従業者

が労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業、母性

健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業、

同条第２号に規定する介護休業、同法第 23 条第２項の育児休業に関す

る制度に準ずる措置又は同法第 24 条第１項（第２号に係る部分に限

る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じ

て講ずる措置による休業を取得中の期間において、当該要件において

求められる資質を有する複数の非常勤の従業者を常勤の従業者の員数

に換算することにより、当該要件を満たすことが可能であることとす

る。 

⑻～⒀ （略） ⑻～⒀ （略） 

⒁ 令和６年４月から５月までの取扱い 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改

正する告示（令和６年厚生労働省告示第 86 号）において、介護職員処遇

改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等

支援加算（以下「処遇改善３加算」）の一本化は令和６年６月施行とな

っているところ、令和６年４月から５月までの間の処遇改善３加算の内

容については、別途通知（「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的

考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」）を参照するこ

と。 

（新設） 

 ２ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 

⑴ 基本単位の算定について 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費（定期巡回・随時対応型訪問介護

看護費(Ⅲ)の⑵又は⑶若しくは⑷を算定する場合を除く）を算定する場合

 ２ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 

⑴ 基本単位の算定について 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費を算定する場合については、月

途中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合には、所定単位数を
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の割合以上であることが必要である。なお、その割合については、毎月

記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第

１の５の届出を提出しなければならない。 

③～⑤ （略） 

その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った

場合については、直ちに第１の５の届出を提出しなければならない。 

 

③～⑤ （略） 

⒀ サービス提供体制強化加算について 

２⒇①から⑦までを準用する。 

⑾ サービス提供体制強化加算について 

２⒃①から⑦までを準用する。 

⒁ 介護職員等処遇改善加算について 

２の(21)を準用する。 

⑿ 介護職員処遇改善加算について 

２の⒄を準用する。 

（削る） ⒀ 介護職員等特定処遇改善加算について 

２の⒅を準用する。 

（削る） ⒁ 介護職員等ベースアップ等支援加算について 

２の⒆を準用する。 

 ３の２ 地域密着型通所介護費  ３の２ 地域密着型通所介護費 

⑴ 所要時間による区分の取扱い 

所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、地域密着

型通所介護計画に位置付けられた内容の地域密着型通所介護を行うため

の標準的な時間によることとされたところであり、単に、当日のサービ

ス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時

間を超えて事業所にいる場合は、地域密着型通所介護のサービスが提供

されているとは認められないものであること。したがって、この場合は

当初計画に位置付けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるも

のであること（このような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サービ

スについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支えない。）。また、

ここでいう地域密着型通所介護を行うのに要する時間には、送迎に要す

る時間は含まれないものであるが、送迎時に実施した居宅内での介助等

（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締まり等）に要する時間は、次の

いずれの要件も満たす場合、１日 30 分以内を限度として、地域密着型通

所介護を行うのに要する時間に含めることができる。 

①・② （略） 

これに対して、当日の利用者の心身の状況や降雪等の急な気象状況の

悪化等により、実際の地域密着型通所介護の提供が地域密着型通所介護

計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には地域密着型通所

介護計画上の単位数を算定して差し支えない。なお、地域密着型通所介

護計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、地域密着型通所介

⑴ 所要時間による区分の取扱い 

所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、地域密着

型通所介護計画に位置付けられた内容の地域密着型通所介護を行うため

の標準的な時間によることとされたところであり、単に、当日のサービ

ス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時

間を超えて事業所にいる場合は、地域密着型通所介護のサービスが提供

されているとは認められないものであること。したがって、この場合は

当初計画に位置付けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるも

のであること（このような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サービ

スについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支えない。）。また、

ここでいう地域密着型通所介護を行うのに要する時間には、送迎に要す

る時間は含まれないものであるが、送迎時に実施した居宅内での介助等

（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締まり等）に要する時間は、次の

いずれの要件も満たす場合、１日 30 分以内を限度として、地域密着型通

所介護を行うのに要する時間に含めることができる。 

①・② （略） 

これに対して、当日の利用者の心身の状況から、実際の地域密着型通

所介護の提供が地域密着型通所介護計画上の所要時間よりもやむを得ず

短くなった場合には地域密着型通所介護計画上の単位数を算定して差し

支えない。なお、地域密着型通所介護計画上の所要時間よりも大きく短

縮した場合には、地域密着型通所介護計画を変更のうえ、変更後の所要
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護計画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を算定すること。 

なお、同一の日の異なる時間帯に複数の単位（指定地域密着型サービ

ス基準第 20 条に規定する指定地域密着型通所介護の単位をいう。以下同

じ。）を行う事業所においては、利用者が同一の日に複数の指定地域密着

型通所介護の単位を利用する場合には、それぞれの地域密着型通所介護

の単位について所定単位数が算定されること。 

時間に応じた単位数を算定すること。 

なお、同一の日の異なる時間帯に複数の単位（指定地域密着型サービ

ス基準第 20 条に規定する指定地域密着型通所介護の単位をいう。以下同

じ。）を行う事業所においては、利用者が同一の日に複数の指定地域密着

型通所介護の単位を利用する場合には、それぞれの地域密着型通所介護

の単位について所定単位数が算定されること。 

⑵ 高齢者虐待防止措置未実施減算について 

２の⑸を準用する。 

（新設） 

⑶ 業務継続計画未策定減算について 

業務継続計画未策定減算については、指定地域密着型サービス基準第

37 条、第 37 条の３又は第 40 条の 16 において準用する指定地域密着型

サービス基準第３条の30の２第１項に規定する基準を満たさない事実が

生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日で

ある場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月ま

で、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から減算することとす

る。 

なお、経過措置として、令和７年３月 31 日までの間、感染症の予防及

びまん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画を策定し

ている場合には、当該減算は適用しないが、義務となっていることを踏

まえ、速やかに作成すること。 

（新設） 

⑷～⑺ （略） ⑵～⑸ （略） 

⑻ 生活相談員配置等加算について 

① 生活相談員（社会福祉士、精神保健福祉士等）は、共生型地域密着型

通所介護の提供日ごとに、当該共生型地域密着型通所介護を行う時間

帯を通じて１名以上配置する必要があるが、共生型地域密着型通所介

護の指定を受ける障害福祉制度における指定生活介護事業所、指定自

立訓練（機能訓練）事業所、指定自立訓練（生活訓練）事業所、指定児

童発達支援事業所又は指定放課後等デイサービス事業所（以下この⑻

において「指定生活介護事業所等」という。）に配置している従業者の

中に、既に生活相談員の要件を満たす者がいる場合には、新たに配置

する必要はなく、兼務しても差し支えない。 

なお、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を配置して

いる場合は、その曜日のみ加算の算定対象となる。 

②・③ （略） 

⑹  生活相談員配置等加算について 

① 生活相談員（社会福祉士、精神保健福祉士等）は、共生型地域密着型

通所介護の提供日ごとに、当該共生型地域密着型通所介護を行う時間

帯を通じて１名以上配置する必要があるが、共生型地域密着型通所介

護の指定を受ける障害福祉制度における指定生活介護事業所、指定自

立訓練（機能訓練）事業所、指定自立訓練（生活訓練）事業所、指定児

童発達支援事業所又は指定放課後等デイサービス事業所（以下この⑹

において「指定生活介護事業所等」という。）に配置している従業者の

中に、既に生活相談員の要件を満たす者がいる場合には、新たに配置

する必要はなく、兼務しても差し支えない。 

なお、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ生活相談員を配置して

いる場合は、その曜日のみ加算の算定対象となる。 

②・③ （略） 
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⑼ 注 12 の取扱い 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、２⑽を参照さ

れたい。 

⑺ 注９の取扱い 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、２⑺を参照さ

れたい。 

⑽ 入浴介助加算について 

ア 入浴介助加算(Ⅰ)について 

① 入浴介助加算Ⅰは、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合

について算定されるものである（大臣基準告示第 14 号の５）が、こ

の場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のこと

であり、利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、

極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒予防のため

の声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に

直接接触する介助を行わなかった場合についても、加算の対象とな

るものであること。なお、この場合の入浴には、利用者の自立生活

を支援する上で最適と考えられる入浴手法が、部分浴（シャワー浴

含む）等である場合は、これを含むものとする。 

② 入浴介助に関する研修とは、入浴介助に関する基礎的な知識及び

技術を習得する機会を指すものとする。 

③ （略） 

イ 入浴介助加算(Ⅱ)について 

① ア①から③までを準用する。この場合において、ア①の「入浴介

助加算(Ⅰ)」は、「入浴介助加算(Ⅱ)」に読み替えるものとする。 

② 入浴介助加算(Ⅱ)は、利用者が居宅において、自身で又は家族若し

くは居宅で入浴介助を行うことが想定される訪問介護員等（以下⑻

において「家族・訪問介護員等」という。）の介助によって入浴がで

きるようになることを目的とし、以下ａ～ｃを実施することを評価

するものである。なお、入浴介助加算(Ⅱ)の算定に関係する者は、利

用者の状態に応じ、自身で又は家族・訪問介護員等の介助により尊

厳を保持しつつ入浴ができるようになるためには、どのような介護

技術を用いて行うことが適切であるかを念頭に置いた上で、ａ～ｃ

を実施する。 

ａ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士若しくは介護支援専

門員又は利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる

福祉用具専門相談員、機能訓練指導員、地域包括支援センターの

職員その他住宅改修に関する専門的知識及び経験を有する者（以

⑻ 入浴介助加算について 

ア 入浴介助加算(Ⅰ)について 

① 入浴介助加算Ⅰは、入浴中の利用者の観察を含む介助を行う場合

について算定されるものである（大臣基準告示第 14 号の３）が、こ

の場合の「観察」とは、自立生活支援のための見守り的援助のこと

であり、利用者の自立支援や日常生活動作能力などの向上のために、

極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じて介助、転倒予防のため

の声かけ、気分の確認などを行うことにより、結果として、身体に

直接接触する介助を行わなかった場合についても、加算の対象とな

るものであること。なお、この場合の入浴には、利用者の自立生活

を支援する上で最適と考えられる入浴手法が、部分浴（シャワー浴

含む）等である場合は、これを含むものとする。 

（新設） 

 

② （略） 

イ 入浴介助加算(Ⅱ)について 

① ア①及び②を準用する。この場合において、ア①の「入浴介助加

算(Ⅰ)」は、「入浴介助加算(Ⅱ)」に読み替えるものとする。 

② 入浴介助加算(Ⅱ)は、利用者が居宅において、自身で又は家族若し

くは居宅で入浴介助を行うことが想定される訪問介護員等（以下⑻

において「家族・訪問介護員等」という。）の介助によって入浴がで

きるようになることを目的とし、以下ａ～ｃを実施することを評価

するものである。なお、入浴介助加算(Ⅱ)の算定に関係する者は、利

用者の状態に応じ、自身で又は家族・訪問介護員等の介助により尊

厳を保持しつつ入浴ができるようになるためには、どのような介護

技術を用いて行うことが適切であるかを念頭に置いた上で、ａ～ｃ

を実施する。 

ａ 医師、理学療法士、作業療法士、介護福祉士、介護支援専門員等

（利用者の動作及び浴室の環境の評価を行うことができる福祉用

具専門相談員、機能訓練指導員を含む。）が利用者の居宅を訪問（個

別機能訓練加算を取得するにあたっての訪問等を含む。）し、利用
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下、「医師等」という。）が利用者の居宅を訪問（個別機能訓練加算

を取得するにあたっての訪問等を含む。）し、利用者の状態をふま

え、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を評価する。

その際、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適

切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で

又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが可能であ

ると判断した場合、指定地域密着型通所介護事業所に対しその旨

情報共有する。また、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、指

定地域密着型通所介護事業所の従業者以外の者である場合は、書

面等を活用し、十分な情報共有を行うよう留意すること。 

(※) 当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な

介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又

は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが難しいと

判断した場合は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員又

は指定福祉用具貸与事業所若しくは指定特定福祉用具販売事業

所の福祉用具専門相談員と連携し、利用者及び当該利用者を担

当する介護支援専門員等に対し、福祉用具の貸与若しくは購入

又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行う。 

  なお、医師等が訪問することが困難な場合には、医師等の指示

の下、介護職員が居宅を訪問し、情報通信機器等を活用して把握

した浴室における利用者の動作及び浴室の環境を踏まえ、医師等

が評価及び助言を行うこともできることとする。ただし、情報通

信機器等の活用については、当該利用者等の同意を得なければな

らないこと。また、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護

関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ

イン」等を遵守すること。 

ｂ （略） 

ｃ ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近

い環境にて、入浴介助を行う。なお、利用者の居宅の浴室の状況に

近い環境については、大浴槽等においても、手すりなど入浴に要

する福祉用具等を活用し、浴室の手すりの位置や使用する浴槽の

深さ及び高さ等を踏まえることで、利用者の居宅の浴室環境の状

況を再現していることとして差し支えないこととする。また、入

者の状態をふまえ、浴室における当該利用者の動作及び浴室の環

境を評価する。その際、当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、

入浴に係る適切な介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、

利用者自身で又は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うこ

とが可能であると判断した場合、指定地域密着型通所介護事業所

に対しその旨情報共有する。また、当該利用者の居宅を訪問し評

価した者が、指定地域密着型通所介護事業所の従業者以外の者で

ある場合は、書面等を活用し、十分な情報共有を行うよう留意す

ること。 

 

(※) 当該利用者の居宅を訪問し評価した者が、入浴に係る適切な

介護技術に基づいて、利用者の動作を踏まえ、利用者自身で又

は家族・訪問介護員等の介助により入浴を行うことが難しいと

判断した場合は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員又

は指定福祉用具貸与事業所若しくは指定特定福祉用具販売事業

所の福祉用具専門相談員と連携し、利用者及び当該利用者を担

当する介護支援専門員等に対し、福祉用具の貸与若しくは購入

又は住宅改修等の浴室の環境整備に係る助言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ （略） 

ｃ ｂの入浴計画に基づき、個浴その他の利用者の居宅の状況に近

い環境にて、入浴介助を行う。なお、この場合の「個浴その他の利

用者の居宅の状況に近い環境」とは、手すりなど入浴に要する福

祉用具等を活用し利用者の居宅の浴室の環境を個別に模したもの

として差し支えない。また、入浴介助を行う際は、関係計画等の達

成状況や利用者の状態をふまえて、自身で又は家族・訪問介護員
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浴介助を行う際は、関係計画等の達成状況や利用者の状態をふま

えて、自身で又は家族・訪問介護員等の介助によって入浴するこ

とができるようになるよう、必要な介護技術の習得に努め、これ

を用いて行われるものであること。なお、必要な介護技術の習得

にあたっては、既存の研修等を参考にすること。 

等の介助によって入浴することができるようになるよう、必要な

介護技術の習得に努め、これを用いて行われるものであること。

なお、必要な介護技術の習得にあたっては、既存の研修等を参考

にすること。 

⑾ 中重度者ケア体制加算について 

①～④ （略） 

⑤ 中重度者ケア体制加算については、事業所を利用する利用者全員に

算定することができる。また、注 18 の認知症加算の算定要件も満たす

場合は、中重度者ケア体制加算の算定とともに認知症加算も算定でき

る。 

⑥（略） 

⑼ 中重度者ケア体制加算について 

①～④ （略） 

⑤ 中重度者ケア体制加算については、事業所を利用する利用者全員に

算定することができる。また、注 15 の認知症加算の算定要件も満たす

場合は、中重度者ケア体制加算の算定とともに認知症加算も算定でき

る。 

⑥ （略） 

⑿ 生活機能向上連携加算について 

① 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 

イ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は、指定訪問リハビリテーション事業所、

指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施

している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が 200 床未満

のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所

が存在しないものに限る。以下この⑿において同じ。）の理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この⑿において「理学療法

士等」という。）の助言に基づき、当該指定地域密着型通所介護事業

所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職

種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）が共同してアセスメン

ト、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行

っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、

日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」

とは、診療報酬における疾患別リハビリテーション料の届出を行っ

ている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療

施設若しくは介護医療院であること。 

ロ～ト （略） 

② （略） 

⑽ 生活機能向上連携加算について 

① 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 

イ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は、指定訪問リハビリテーション事業所、

指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施

している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が 200 床未満

のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所

が存在しないものに限る。以下この⑽において同じ。）の理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この⑽において「理学療法

士等」という。）の助言に基づき、当該指定地域密着型通所介護事業

所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職

種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）が共同してアセスメン

ト、利用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行

っていること。その際、理学療法士等は、機能訓練指導員等に対し、

日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行うこと。 

この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」

とは、診療報酬における疾患別リハビリテーション料の届出を行っ

ている病院若しくは診療所又は介護老人保健施設、介護療養型医療

施設若しくは介護医療院であること。 

ロ～ト （略） 

② （略） 

⒀ 個別機能訓練加算について 

個別機能訓練加算は、専ら機能訓練を実施する理学療法士、作業療法

⑾ 個別機能訓練加算について 

個別機能訓練加算は、専ら機能訓練を実施する理学療法士、作業療法
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士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり

師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資

格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に

従事した経験を有する者に限る。）（以下３の２において「理学療法士等」

という。）を配置し、機能訓練指導員等が共同して、利用者ごとに心身の

状態や居宅の環境をふまえた個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基

づき計画的に機能訓練を行うことで、利用者の生活機能（身体機能を含

む。以下⑾において同じ。）の維持・向上を図り、住み慣れた地域で居宅

において可能な限り自立して暮らし続けることを目指すため設けられた

ものである。 

本加算の算定にあたっては、加算設置の趣旨をふまえた個別機能訓練

計画の作成及び個別機能訓練が実施されなければならない。 

① 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ、個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ 

イ （略） 

ロ 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロを算定する際の人員配置 

(Ⅰ)イの専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名

以上配置することに加えて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する

理学療法士等を１名以上配置すること。この場合において、例えば

１週間のうち特定の時間だけ、(Ⅰ)イの要件である専ら機能訓練を実

施する理学療法士等を１名に加え、さらに(Ⅰ)ロの要件である専ら機

能訓練を実施する理学療法士等を１名以上配置している場合は、そ

の時間において理学療法士等から直接訓練の提供を受けた利用者の

みが当該加算の算定対象となる。 

 

ただし、この場合、当該加算を算定できる人員体制を確保してい

る曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知

されている必要がある。 

なお、指定地域密着型通所介護事業所の看護職員が当該加算に係

る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時間は、

指定地域密着型通所介護事業所における看護職員としての人員基準

の算定に含めない。 

ハ～へ （略） 

② （略） 

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり

師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資

格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に

従事した経験を有する者に限る。）（以下３の２において「理学療法士等」

という。）を配置し、機能訓練指導員等が共同して、利用者ごとに心身の

状態や居宅の環境をふまえた個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基

づき計画的に機能訓練を行うことで、利用者の生活機能（身体機能を含

む。以下⑾において同じ。）の維持・向上を図り、住み慣れた地域で居宅

において可能な限り自立して暮らし続けることを目指すため設けられた

ものである。 

本加算の算定にあたっては、加算設置の趣旨をふまえた個別機能訓練

計画の作成及び個別機能訓練が実施されなければならない。 

① 個別機能訓練加算(Ⅰ)イ、個別機能訓練加算(Ⅰ)ロ 

イ （略） 

ロ 個別機能訓練加算(Ⅰ)ロを算定する際の人員配置 

専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を１名以上配

置することに加えて、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療

法士等を指定地域密着型通所介護を行う時間帯を通じて１名以上配

置すること。この場合において、例えば１週間のうち特定の曜日だ

け、専ら機能訓練を実施する理学療法士等を１名以上及び専ら機能

訓練を実施する理学療法士等を指定地域密着型通所介護を行う時間

帯を通じて１名以上配置している場合は、その曜日において理学療

法士等から直接訓練の提供を受けた利用者のみが当該加算の算定対

象となる。 

ただし、この場合、当該加算を算定できる人員体制を確保してい

る曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介護支援事業者に周知

されている必要がある。 

なお、指定地域密着型通所介護事業所の看護職員が当該加算に係

る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、当該職務の時間は、

指定地域密着型通所介護事業所における看護職員としての人員基準

の算定に含めない。 

ハ～へ （略） 

② （略） 

37



21 
 

⒁ ＡＤＬ維持等加算について ⑿ ＡＤＬ維持等加算について 

① ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index を用

いて行うものとする。 

 

① ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)及び(Ⅱ)について 

イ ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、Barthel Index を

用いて行うものとする。 

ロ 大臣基準告示第 16 号の２イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値

の提出は、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。 

 ハ 大臣基準告示第 16 号の２イ⑶及びロ⑵におけるＡＤＬ利得は、評

価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ

値から、評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値

に、次の表の上欄に掲げる者に係る同表の中欄の評価対象利用開始

月に測定したＡＤＬ値に応じてそれぞれ同表の下欄に掲げる値を加

えた値を平均して得た値とする。 

 

１ ２以外の者 ＡＤＬ値が０以上 25 以下 １ 

ＡＤＬ値が 30 以上 50 以下 １ 

ＡＤＬ値が 55 以上 75 以下 ２ 

ＡＤＬ値が 80 以上 100 以下 ３ 

２ 評価対象利用開

始月において、初

回の要介護認定

（法第 27 条第１

項に規定する要介

護認定をいう。）が

あった月から起算

して 12 月以内で

ある者 

ＡＤＬ値が０以上 25 以下 ０ 

ＡＤＬ値が 30 以上 50 以下 ０ 

ＡＤＬ値が 55 以上 75 以下 １ 

ＡＤＬ値が 80 以上 100 以下 ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ ハにおいてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者

は、ＡＤＬ利得の多い順に、上位 100 分の 10 に相当する利用者（そ

の数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。）及び下位 100 分の 10 に相当する利用者（その数に１未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）を除く利用者（以

下この⑿において「評価対象利用者」という。）とする。 

ホ 他の施設や事業所が提供するリハビリテーションを併用している
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利用者については、リハビリテーションを提供している当該他の施

設や事業所と連携してサービスを実施している場合に限り、ＡＤＬ

利得の評価対象利用者に含めるものとする。 

ヘ 令和３年度については、評価対象期間において次のａからｃまで

の要件を満たしている場合に、評価対象期間の満了日の属する月の

翌月から 12 月（令和３年４月１日までに指定地域密着型サービス介

護給付費単位数表の地域密着型通所介護費の注 14 に掲げる基準（以

下この①において「基準」という。）に適合しているものとして市町

村長に届出を行う場合にあっては、令和３年度内）に限り、ＡＤＬ

維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定できることとする。 

ａ 大臣基準告示第 16 号の２イ⑴、⑵及び⑶並びにロ⑵の基準（イ

⑵については、厚生労働省への提出を除く。）を満たすことを示す

書類を保存していること。 

ｂ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行う

こととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科

学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え

方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照された

い。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフ

ィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた個別機能訓練

計画の作成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do)、

当該実施内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画

の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）

により、サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有

する能力の維持向上に資するため、適宜活用されるものである。 

ｃ ＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)の算定を開始しようとする月の末日

までに、ＬＩＦＥを用いてＡＤＬ利得に係る基準を満たすことを

確認すること。 

ト 令和３年度の評価対象期間は、加算の算定を開始する月の前年の

同月から 12 月後までの１年間とする。ただし、令和３年４月１日ま

でに算定基準に適合しているものとして市町村長に届出を行う場合

については、次のいずれかの期間を評価対象期間とすることができ

る。 
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ａ 令和２年４月から令和３年３月までの期間 

ｂ 令和２年１月から令和２年 12 月までの期間 

 チ 令和４年度以降に加算を算定する場合であって、加算を取得する

月の前年の同月に、基準に適合しているものとして市町村長に届け

出ている場合には、届出の日から 12 月後までの期間を評価対象期間

とする。 

② 大臣基準告示第 16 号の２イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値の

提出は、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提

出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算

に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につい

て」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィー

ドバック情報を活用し、利用者の状態に応じた個別機能訓練計画の作

成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do）、当該実施内

容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善

（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービス

の質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する

能力の維持向上に資するため、適宜活用されるものである。 

② ＡＤＬ維持等加算(Ⅲ)について 

イ 令和３年３月 31 日において現に、令和３年度介護報酬改定による

改正前のＡＤＬ維持等加算に係る届け出を行っている事業所であっ

て、⑿①に係る届け出を行っていないものは、令和５年３月 31 日ま

での間はＡＤＬ維持等加算(Ⅲ)を算定することができる。この場合の

算定要件等は、令和３年度介護報酬改定による改正前のＡＤＬ維持

等加算(Ⅰ)の要件によるものとする。 

ロ ＡＤＬ維持等加算(Ⅲ)の算定に係る事務処理手続等の詳細について

は、この通知に定めるもののほか、「ＡＤＬ維持等加算に関する事務

処理手順及び様式例について」（平成 30 年４月６日老振発 0406 第１

号、老老発 0406 第３号）におけるＡＤＬ維持等加算(Ⅰ)の事務処理手

順等を参考にすること。 

③ 大臣基準告示第 16 号の２イ⑶及びロ⑵におけるＡＤＬ利得は、評価

対象利用開始月の翌月から起算して６月目の月に測定したＡＤＬ値か

ら、評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値に、次

の表の上欄の評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値に応じてそれぞ

れ同表の下欄に掲げる値を加えた値を平均して得た値とする。 

 

ＡＤＬ値が０以上 25 以下 １ 

ＡＤＬ値が 30 以上 50 以下 １ 

ＡＤＬ値が 55 以上 75 以下 ２ 

ＡＤＬ値が 80 以上 100 以下 ３ 
 

（新設） 

 

④ ハにおいてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者

は、ＡＤＬ利得の多い順に、上位 100 分の 10 に相当する利用者（その

数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）及

び下位 100 分の 10 に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じた

（新設） 
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ときは、これを切り捨てるものとする。）を除く利用者（以下この⑿に

おいて「評価対象利用者」という。）とする。 

⑤ 加算を取得する月の前年の同月に、基準に適合しているものとして

市町村長に届け出ている場合は、届出の日から 12 月後までの期間を評

価対象期間とする。 

（新設） 

⑥ 令和６年度については、令和６年３月以前よりＡＤＬ維持等加算(Ⅱ)

を算定している場合、ＡＤＬ利得に関わらず、評価対象期間の満了日

の属する月の翌月から 12 月に限り算定を継続することができる。 

（新設） 

⒂ 認知症加算について 

① 常勤換算方法による職員数の算定方法は、⑾①を参照のこと。 

② （略） 

③ 利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、⑾③を参照の

こと。 

④～⑦ （略） 

⑧ 「認知症ケアに関する事例の検討や技術的指導に係る会議」は、テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人

情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」等を遵守していること。 

⑨ 認知症加算については、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該

当する者に対して算定することができる。また、注 11 の中重度者ケア

体制加算の算定要件も満たす場合は、認知症加算の算定とともに中重

度者ケア体制加算も算定できる。 

⑩ （略） 

⒀ 認知症加算について 

① 常勤換算方法による職員数の算定方法は、⑼①を参照のこと。 

② （略） 

③ 利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は、⑼③を参照の

こと。 

④～⑦ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

⑧ 認知症加算については、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該

当する者に対して算定することができる。また、注９の中重度者ケア

体制加算の算定要件も満たす場合は、認知症加算の算定とともに中重

度者ケア体制加算も算定できる。 

⑨ （略） 

⒃～⒅ （略） ⒁～⒃ （略） 

⒆ 口腔・栄養スクリーニング加算について 

① 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスク

リーニング（以下「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態の

スクリーニング（以下「栄養スクリーニング」という。）は、利用者

ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意す

ること。なお、介護職員等は、利用者全員の口腔の健康状態及び栄養

状態を継続的に把握すること。 

② （略） 

③ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、

⒄ 口腔・栄養スクリーニング加算について 

① 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスク

リーニング（以下「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態の

スクリーニング（以下「栄養スクリーニング」という。）は、利用者

ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意す

ること。 

 

② （略） 

③ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、
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利用者について、それぞれ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介

護支援専門員に対し、提供すること。なお、口腔スクリーニング及び

栄養スクリーニングの実施に当たっては、別途通知（｢リハビリテー

ション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につい

て｣）を参照されたい。 

イ・ロ （略） 

④・⑤ （略） 

利用者について、それぞれ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介

護支援専門員に対し、提供すること。 

 

 

 

イ・ロ （略） 

④・⑤ （略） 

⒇ 口腔機能向上加算について 

①～③ （略） 

④ 利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も

想定されることから、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医

又は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を講じ

ることとする。なお、介護保険の口腔機能向上サービスとして「摂食・

嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合にあ

っては、加算は算定できない。 

（削る） 

 

（削る） 

 

 

 

⑤ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順

を経てなされる。 

イ 利用者ごとの口腔機能等の口腔の健康状態を、利用開始時に把握

すること。 

ロ～ホ （略） 

⑥ （略） 

⑦ 口腔機能向上サービスの提供に当たっては、別途通知（｢リハビリテ

ーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について｣）

を参照されたい。 

⑧ （略） 

⒅ 口腔機能向上加算について 

①～③ （略） 

④ 利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も

想定されることから、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医

又は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を講じ

ることとする。なお、歯科医療を受診している場合であって、次のイ又

はロのいずれかに該当する場合にあっては、加算は算定できない。 

 

イ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算

定している場合 

ロ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算

定していない場合であって、介護保険の口腔機能向上サービスとし

て「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行ってい

ない場合 

⑤ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順

を経てなされる。 

イ 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。 

 

ロ～ホ （略） 

⑥ （略） 

（新設） 

 

 

⑦ （略） 

(21) 科学的介護推進体制加算について 

① 科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、

利用者ごとに注 24 に掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の利用

⒆ 科学的介護推進体制加算について 

① 科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、

利用者ごとに注 21 に掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の利用
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者全員に対して算定できるものであること。 

②～④ （略） 

者全員に対して算定できるものであること。 

②～④ （略） 

(22) 事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に地

域密着型通所介護を行う場合について 

① 同一建物の定義 

注 28 における「同一建物」とは、当該指定地域密着型通所介護事業

所と構造上又は外形上、一体的な建築物を指すものであり、具体的に

は、当該建物の一階部分に指定地域密着型通所介護事業所がある場合

や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内

にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。 

また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法

人が当該指定地域密着型通所介護事業所の指定地域密着型通所介護事

業者と異なる場合であっても該当するものであること。 

② （略） 

⒇ 事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に地

域密着型通所介護を行う場合について 

① 同一建物の定義 

注 24 における「同一建物」とは、当該指定地域密着型通所介護事業

所と構造上又は外形上、一体的な建築物を指すものであり、具体的に

は、当該建物の一階部分に指定地域密着型通所介護事業所がある場合

や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内

にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。 

また、ここでいう同一建物については、当該建築物の管理、運営法

人が当該指定地域密着型通所介護事業所の指定地域密着型通所介護事

業者と異なる場合であっても該当するものであること。 

② （略） 

(23) 送迎を行わない場合の減算について 

利用者が自ら指定地域密着型通所介護事業所に通う場合、利用者の家

族等が指定地域密着型通所介護事業所への送迎を行う場合など、当該指

定地域密着型通所介護事業所の従業者が利用者の居宅と指定地域密着型

通所介護事業所との間の送迎を実施していない場合は、片道につき減算

の対象となる。ただし、注 28 の減算の対象となっている場合には、当該

減算の対象とはならない。 

(21) 送迎を行わない場合の減算について 

利用者が自ら指定地域密着型通所介護事業所に通う場合、利用者の家

族等が指定地域密着型通所介護事業所への送迎を行う場合など、当該指

定地域密着型通所介護事業所の従業者が利用者の居宅と指定地域密着型

通所介護事業所との間の送迎を実施していない場合は、片道につき減算

の対象となる。ただし、注 24 の減算の対象となっている場合には、当該

減算の対象とはならない。 

(24)・(25) （略） (22)・(23) （略） 

(26) 療養通所介護について 

①～③ （略） 

④ 短期利用療養通所介護費について 

イ 短期利用療養通所介護費については、大臣基準告示第51号の３の

２に規定する基準を満たす指定療養通所介護事業所において算定で

きるものである。 

ロ 登録者の利用者と登録者以外の短期利用者の合計が、利用定員の

範囲内であること。 

⑤～⑦ （略） 

⑧ 重度者ケア体制加算について 

イ 重度者ケア体制加算は、暦月ごとに、指定地域密着型サービス基

準第40条第２項に規定する看護職員の員数に加え、看護職員を常勤

(24) 療養通所介護について 

①～③ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

④～⑥ （略） 

（新設） 
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換算方法で３以上確保する必要がある。このため、常勤換算方法に

よる職員数の算定方法は、暦月ごとの看護職員の勤務延時間数を、

当該事業所において常勤の職員が勤務すべき時間数で除することに

よって算定し、暦月において常勤換算方法で３以上確保していれば

加算の要件を満たすこととする。なお、常勤換算方法を計算する際

の勤務延時間数については、サービス提供時間前後の延長加算を算

定する際に配置する看護職員の勤務時間数は含めないこととし、常

勤換算方法による員数については、小数点第２位以下を切り捨てる

ものとする。 

ロ 保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）第37条の２第２

項第５号に規定する指定研修機関において行われる研修等を修了し

た看護師を１以上確保していれば加算の要件を満たすこととする。 

ハ 指定療養通所介護事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて受

けている場合であっても、事業が一体的に実施されず、実態として

両事業が分離されて実施されている場合には、加算の要件を満たさ

ないものとする。 

ニ 重度者ケア体制加算については、事業所を利用する利用者全員に

算定することができる。 

(27) サービス提供体制強化加算について 

① ２⒇④から⑦までを参照のこと。 

②・③ （略） 

(25) サービス提供体制強化加算について 

① ２⒃④から⑦までを参照のこと。 

②・③ （略） 

(28) 介護職員等処遇改善加算について 

２の(21)を準用する。 

(26) 介護職員処遇改善加算について 

２の⒄を準用する。 

（削る） (27) 介護職員等特定処遇改善加算について 

２の⒅を準用する。 

（削る） (28) 介護職員等ベースアップ等支援加算について 

２の⒆を準用する。 

４ 認知症対応型通所介護費 ４ 認知症対応型通所介護費 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 高齢者虐待防止措置未実施減算について 

２⑸を準用する。 

（新設） 

⑶ 業務継続計画未策定減算について 

３の２⑶を準用する。 

（新設） 

⑷ ２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護を行う場合の取扱い ⑵ ２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護を行う場合の取扱い 
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：令和６年４月改定箇所

Ⅰ　指定地域密着型サービス介護給付費単位数の算定構造

  １　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

　２　夜間対応型訪問介護費

　２－２　地域密着型通所介護費

　３　認知症対応型通所介護費

　４　小規模多機能型居宅介護費

　５　認知症対応型共同生活介護費

　６　地域密着型特定施設入居者生活介護費

　７　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

　８　複合型サービス費

Ⅱ　指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　介護予防認知症対応型通所介護費

　２　介護予防小規模多機能型居宅介護費

　３　介護予防認知症対応型共同生活介護費

介　護　報　酬　の　算　定　構　造

地　域　密　着　型　サ　ー　ビ　ス
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注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注

高齢者虐待
防止措置未
実施減算

業務継続計
画未策定減
算

利用者の数
が利用定員
を超える場合

又
は

看護・介護職
員の員数が
基準に満た
ない場合

入浴介助を
行わない場
合

過少サービ
スに対する減
算

２時間以上３
時間未満の
地域密着型
通所介護を
行う場合

感染症又は
災害の発生
を理由とする
利用者数の
減少が一定
以上生じて
いる場合

８時間以上９時
間未満の地域
密着型通所介
護の前後に日
常生活上の世
話を行う場合

共生型地域
密着型通所
介護を行う場
合

生活相談員
配置等加算

中山間地域
等に居住す
る者へのサー
ビス提供加
算

入浴介助加
算（Ⅰ）

入浴介助加
算（Ⅱ）

中重度者ケ
ア体制加算

生活機能向
上連携加算
（Ⅰ）

生活機能向
上連携加算
（Ⅱ）

個別機能訓
練加算（Ⅰ）
イ

個別機能訓
練加算（Ⅰ）
ロ

個別機能訓
練加算（Ⅱ）

ADL維持等
加算（Ⅰ）

ADL維持等
加算（Ⅱ）

認知症加算 若年性認知
症利用者受
入加算

栄養アセスメ
ント加算

栄養改善加
算

口腔・栄養ス
クリーニング
加算（Ⅰ）

口腔・栄養ス
クリーニング
加算（Ⅱ）

口腔機能向
上加算（Ⅰ）

口腔機能向
上加算（Ⅱ）

科学的介護
推進体制加
算

事業所と同一
建物に居住す
る者又は同一
建物から利用
する者に地域
密着型通所介
護を行う場合

事業所が送
迎を行わな
い場合

重度者ケア
体制加算

要介護１ （ 416 単位）

要介護２ （ 478 単位）

要介護３ （ 540 単位）

要介護４ （ 600 単位）

要介護５ （ 663 単位）

要介護１ （ 436 単位）

要介護２ （ 501 単位）

要介護３ （ 566 単位）

要介護４ （ 629 単位）

要介護５ （ 695 単位）

要介護１ （ 657 単位）

要介護２ （ 776 単位）

要介護３ （ 896 単位）

要介護４ （ 1,013 単位）

要介護５ （ 1,134 単位）

要介護１ （ 678 単位）

要介護２ （ 801 単位）

要介護３ （ 925 単位）

要介護４ （ 1,049 単位）

要介護５ （ 1,172 単位）

要介護１ （ 753 単位）

要介護２ （ 890 単位）

要介護３ （ 1,032 単位）

要介護４ （ 1,172 単位）

要介護５ （ 1,312 単位）

要介護１ （ 783 単位）

要介護２ （ 925 単位）

要介護３ （ 1,072 単位）

要介護４ （ 1,220 単位）

要介護５ （ 1,365 単位）

ロ　療養通所介護費（１月につき） （ 12,785 単位）

（ 1,335 単位）

（１回につき　２２単位を加算）

（１回につき　１８単位を加算）

（１回につき　６単位を加算）

（１月につき　４８単位を加算）

（１月につき　２４単位を加算）

（１日につき　１２単位を加算）

（１日につき　６単位を加算）

　：　「感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合」、「事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利用する者に地域密着型通所介護を行う場合」、「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」、「サービス提供体制強化加算」、「介護職員処遇改善加算」、「介護職員等特定処遇改善加算」及び「介護職員等ベースアップ等支援加算」は、支給限度額管理の対象外の算定項目

（１）　３時間以上４時間未満

（６）　８時間以上９時間未満

片道につき
－４７単位

※　介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算については、令和６年５月３１日まで算定可能。

注

ホ　介護職員処遇
　　改善加算

（１）　介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

（1月につき　＋所定単位×５９／１０００）

（２）　介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×４３／１０００）

（3）ハを算定している
場合

１月につき
＋１５０単位

×７０/１００ ×７０/１００

１日につき
＋４５単位

１月につき
＋３０単位

１回につき
＋５単位

（６月に１回を
限度）

ヘ　介護職員等
　　特定処遇
　　改善加算

（１）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

（1月につき　＋所定単位×１２／１０００）

注
所定単位は、イからニまでにより算定した単位数の合計

（３）　介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

　（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（２）ロを算定している
場合 　（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）ロ

注
所定単位は、イからニまでにより算定した単位数の合計

注
所定単位は、イからニまでにより算定した単位数の合計

ト　介護職員等
　　ベースアップ等
　　支援加算

（1月につき　＋所定単位×１１／１０００）

（２）　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×１０／１０００）

　（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）イ

＋５／１００

１月につき
＋１００単位

（３月に１回を限
度）

１日につき
＋５６単位

１回につき
＋２００単位

（月２回を限度）

１日につき
＋５５単位

※　業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和７年３月３１日までの間適用しない。

（1月につき　＋所定単位×２３／１０００）

（１）イを算定している
場合

　（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

　（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

１日につき
－９４単位

１月につき
＋４０単位

１日につき
＋６０単位

（３）　５時間以上６時間未満

１日につき
＋７６単位

１月につき
＋２０単位

１月につき
＋６０単位

１月につき
＋２００単位

※ただし、個別機
能訓練加算を算
定している場合
は、１月につき
＋１００単位

９時間以上10時間未満の場
合

　＋50単位
10時間以上11時間未満の場

合
＋100単位

11時間以上12時間未満の場
合

＋150単位
12時間以上13時間未満の場

合
＋200単位

13時間以上14時間未満の場
合

＋250単位

１日につき
＋４０単位

（５）　７時間以上８時間未満

注

１回につき
＋１５０単位
（月２回を
限度）

１回につき
＋１６０単位
（月２回を
限度）

１月につき
＋５０単位

１回につき
＋２０単位

（６月に１回を
限度）

１日につき
＋６０単位

注 注

１日につき
＋１３単位

　（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）ロ

ニ　サービス提供体制
　　強化加算

注 注

＋３／１００

指定生活介護事
業所が行う場合
×９３/１００

指定自立訓練事
業所が行う場合
×９５/１００

指定児童発達支
援事業所が行う

場合
×９０/１００

指定放課後等デ
イサービス事業所

が行う場合
×９０/１００

イ

　

地

域

密

着

型

通

所

介

護

費

×７０/１００

ハ　短期利用療養通所介護費（１日につ
き）

２－２　地域密着型通所介護費

基本部分

注

×７０／１００

　（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）イ

（２）　４時間以上５時間未満

－１／１００ －１／１００

×９５／１００

（４）　６時間以上７時間未満

地域　3
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：令和６年６月改定箇所

Ⅰ　指定地域密着型サービス介護給付費単位数の算定構造

  １　定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

　２　夜間対応型訪問介護費

　２－２　地域密着型通所介護費

　３　認知症対応型通所介護費

　４　小規模多機能型居宅介護費

　５　認知症対応型共同生活介護費

　６　地域密着型特定施設入居者生活介護費

　７　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

　８　複合型サービス費

Ⅱ　指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　介護予防認知症対応型通所介護費

　２　介護予防小規模多機能型居宅介護費

　３　介護予防認知症対応型共同生活介護費

介　護　報　酬　の　算　定　構　造

地　域　密　着　型　サ　ー　ビ　ス
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注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注

高齢者虐待
防止措置未
実施減算

業務継続計
画未策定減
算

利用者の数
が利用定員
を超える場合

又
は

看護・介護職
員の員数が
基準に満た
ない場合

入浴介助を
行わない場
合

過少サービ
スに対する減
算

２時間以上３
時間未満の
地域密着型
通所介護を
行う場合

感染症又は
災害の発生
を理由とする
利用者数の
減少が一定
以上生じて
いる場合

８時間以上９時
間未満の地域
密着型通所介
護の前後に日
常生活上の世
話を行う場合

共生型地域
密着型通所
介護を行う場
合

生活相談員
配置等加算

中山間地域
等に居住す
る者へのサー
ビス提供加
算

入浴介助加
算（Ⅰ）

入浴介助加
算（Ⅱ）

中重度者ケ
ア体制加算

生活機能向
上連携加算
（Ⅰ）

生活機能向
上連携加算
（Ⅱ）

個別機能訓
練加算（Ⅰ）
イ

個別機能訓
練加算（Ⅰ）
ロ

個別機能訓
練加算（Ⅱ）

ADL維持等
加算（Ⅰ）

ADL維持等
加算（Ⅱ）

認知症加算 若年性認知
症利用者受
入加算

栄養アセスメ
ント加算

栄養改善加
算

口腔・栄養ス
クリーニング
加算（Ⅰ）

口腔・栄養ス
クリーニング
加算（Ⅱ）

口腔機能向
上加算（Ⅰ）

口腔機能向
上加算（Ⅱ）

科学的介護
推進体制加
算

事業所と同一
建物に居住す
る者又は同一
建物から利用
する者に地域
密着型通所介
護を行う場合

事業所が送
迎を行わな
い場合

重度者ケア
体制加算

要介護１ （ 416 単位）

要介護２ （ 478 単位）

要介護３ （ 540 単位）

要介護４ （ 600 単位）

要介護５ （ 663 単位）

要介護１ （ 436 単位）

要介護２ （ 501 単位）

要介護３ （ 566 単位）

要介護４ （ 629 単位）

要介護５ （ 695 単位）

要介護１ （ 657 単位）

要介護２ （ 776 単位）

要介護３ （ 896 単位）

要介護４ （ 1,013 単位）

要介護５ （ 1,134 単位）

要介護１ （ 678 単位）

要介護２ （ 801 単位）

要介護３ （ 925 単位）

要介護４ （ 1,049 単位）

要介護５ （ 1,172 単位）

要介護１ （ 753 単位）

要介護２ （ 890 単位）

要介護３ （ 1,032 単位）

要介護４ （ 1,172 単位）

要介護５ （ 1,312 単位）

要介護１ （ 783 単位）

要介護２ （ 925 単位）

要介護３ （ 1,072 単位）

要介護４ （ 1,220 単位）

要介護５ （ 1,365 単位）

ロ　療養通所介護費（１月につき） （ 12,785 単位）

（ 1,335 単位）

（１回につき　２２単位を加算）

（１回につき　１８単位を加算）

（１回につき　６単位を加算）

（１月につき　４８単位を加算）

（１月につき　２４単位を加算）

（１日につき　１２単位を加算）

（１日につき　６単位を加算）

　：　「特別地域夜間対応型訪問介護加算」、「中山間地域等における小規模事業所加算」、「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」、「サービス提供体制強化加算」及び

※　介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）については、令和７年３月３１日まで算定可能。

　　　「介護職員等処遇改善加算」は、支給限度額管理の対象外の算定項目

（1月につき　＋所定単位×４３／１０００）

（十三）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１
３）

（1月につき　＋所定単位×４４／１０００）

（十四）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１
４）

（1月につき　＋所定単位×３３／１０００）

注
所定単位は、イからニまでにより算定した単位数の合計

（1月につき　＋所定単位×５４／１０００）

（十）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

（十一）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１
１）

（1月につき　＋所定単位×５３／１０００）

（十二）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１
２）

（1月につき　＋所定単位×６３／１０００）

（七）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（７）

（1月につき　＋所定単位×５６／１０００）

（八）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（８）

（1月につき　＋所定単位×６９／１０００）

（九）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（９）

（四）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（４）

（1月につき　＋所定単位×７４／１０００）

（五）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（５）

（1月につき　＋所定単位×６５／１０００）

（六）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（６）

（1月につき　＋所定単位×４５／１０００）

（一）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（１）

（1月につき　＋所定単位×８１／１０００）

（二）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（２）

（1月につき　＋所定単位×７６／１０００）

（三）介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）（３）

（1月につき　＋所定単位×７９／１０００）

２－２　地域密着型通所介護費

基本部分

注

×７０／１００

　（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）イ

（２）　４時間以上５時間未満

　（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）ロ

ニ　サービス提供体制
　　強化加算

（１）イを算定している
場合

　（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

　（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

※　業務継続計画未策定減算については、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、令和７年３月３１日までの間適用しない。

ホ　介護職員等
　　処遇改善加算

（1月につき　＋所定単位×８０／１０００）

（４）　介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）

（５）　介護職員等処遇
改善加算（Ⅴ）

１日につき
＋４０単位

１日につき
＋５５単位

－１／１００ －１／１００

×９５／１００

（４）　６時間以上７時間未満

（５）　７時間以上８時間未満

×７０/１００

１月につき
＋３０単位

１日につき
＋６０単位

（３）　５時間以上６時間未満

注 注

＋３／１００

指定生活介護事
業所が行う場合
×９３/１００

指定自立訓練事
業所が行う場合
×９５/１００

指定児童発達支
援事業所が行う

場合
×９０/１００

指定放課後等デ
イサービス事業所

が行う場合
×９０/１００

１月につき
＋６０単位

１月につき
＋２００単位

※ただし、個別機
能訓練加算を算
定している場合
は、１月につき
＋１００単位

９時間以上10時間未満の場
合

　＋50単位
10時間以上11時間未満の場

合
＋100単位

11時間以上12時間未満の場
合

＋150単位
12時間以上13時間未満の場

合
＋200単位

13時間以上14時間未満の場
合

＋250単位

１回につき
＋２００単位

（月２回を限度）

１日につき
－９４単位

１月につき
＋４０単位

注

イ

　

地

域

密

着

型

通

所

介

護

費

（１）　３時間以上４時間未満

×７０/１００ ×７０/１００

１日につき
＋４５単位

１回につき
＋５単位

（６月に１回を
限度）

１日につき
＋６０単位

（６）　８時間以上９時間未満

片道につき
－４７単位

注 注

１日につき
＋１３単位

＋５／１００

１月につき
＋１００単位

（３月に１回を限
度）

１日につき
＋５６単位

（3）ハを算定している
場合

　（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）イ

（３）　介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）

１回につき
＋１５０単位
（月２回を
限度）

１回につき
＋１６０単位
（月２回を
限度）

１月につき
＋５０単位

１日につき
＋７６単位

１月につき
＋２０単位

ハ　短期利用療養通所介護費（１日につき）

１回につき
＋２０単位

（６月に１回を
限度）

（1月につき　＋所定単位×６４／１０００）

１月につき
＋１５０単位

注

（１）　介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）

（1月につき　＋所定単位×９２／１０００）

（２）　介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）

（1月につき　＋所定単位×９０／１０００）

　（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（２）ロを算定している
場合 　（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）ロ
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